
1　はじめに
児島湖は岡山県南部に位置する人造湖で，昭和 34 年

に干拓地における農業用水の確保や塩害防止を目的とし
て造成された。以来，県下最大の干拓地で水田農業の近
代化を支えてきたが，流域の人口増加や産業の活発化に
より水質汚濁が進行したため，昭和 60 年に湖沼水質保
全特別措置法に基づく指定湖沼に指定された。そこで岡
山県では，5 年ごとに定める「児島湖に係る湖沼水質保
全計画」1）に基づき，国，県，流域市町，県民，事業者
等が一体となり，ハード及びソフト両面の対策を推進し
ている。その結果，水質は長期的にみると改善傾向にあ
るものの，COD は平成 18 年頃から 7 ～ 8mg/L で横ば
い傾向となっている。児島湖の水質汚濁に係る環境基準
は，昭和 46 年 12 月 28 日付環境庁告示 59 号（以下「告示」
という。）による湖沼の B 類型に指定され，COD の基準
値は 5㎎ /L 以下と定められているが，達成できていな
い状況が続いている。

他の湖沼等では，微生物では分解されにくい難分解性
有機物の割合の増加が指摘されている 2）～ 5）が，児島湖
における知見は乏しい。そこで，当センターでは，令和
4 年度から 6 年度の 3 か年計画で児島湖内での難分解性

有機物の実態調査を実施してきた。本報では，これまで
に実施した調査の結果を取りまとめて報告する。

2　調査方法
2.1　試料採取

令和 4 年 11 月から令和 6 年 8 月までの 2 年間，各年
の 11 月，2 月，5 月，8 月（合計 8 回）に，図 1 に示す児
島湖内 4 地点（締切堤防（樋門）（以下「樋門」という。），湖
心，笹ヶ瀬川河口部及び倉敷川河口部）でポリ容器に湖
水を直接採取した。
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要　　旨
湖沼における COD が減少しない一因として難分解性有機物の影響が指摘されており，児島湖における難分解性

COD 及び難分解性有機物の実態を把握するため，令和 4 年度から 6 年度の 3 か年計画で調査を実施した。その結果，
児島湖内の COD 平均値は 7.5 mg/L であり，このうち難分解性 COD は 63%（4.7 mg/L）を占めた。特に，難分解性の
溶存態 COD（以下「D-COD」という。）の割合（47%）が最も高かった。難分解性 D-COD 及び難分解性有機物の測定値は，
かんがい期に上昇し，非かんがい期に低下する傾向が見られた。窒素及びりんは，生分解試験の前後で懸濁態から溶
存態へと変化したまま残存することが確認され，生分解による減少はほとんど認められなかった。また，湖内 4 地点の
UV/DOC 比は 21 ～ 37 （mabs/cm）/（mg/L）であり，いずれの時期も土壌由来の DOM の影響があると考えられた。さ
らに，児島湖では非かんがい期に比べ，5 月を含めたかんがい期に土壌由来の DOM の影響が強くなる傾向が確認された。
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図 1　調査地点図
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2.2　生分解試験
既報 6），7）に示したとおり，生分解試験はあらかじめ

450 ℃で 4 時間加熱処理した 5 L 広口ガラスビンに採取
した各試料 2 L を入れ，アルミホイルでガラスビンの口
を完全密封しない程度に覆い，20 ℃の恒温状態の暗所
で 100 日間 200 rpm に設定したマグネチックスターラー
を用いて常時かくはんを行った。

試料処理方法は既報 6），7）で示したとおり，試料採水
日を 0 日目とし，100 日後に残存する COD を難分解性
COD，100 日目までに減少した COD を易分解性 COD
とした。同様に 100 日後に残存する有機物を難分解性有
機物，100 日目までに分解される有機物を易分解性有機

物とした。
2.3　有機物濃度等の測定方法

各項目の分析方法を表 1 に示す。なお，ガラス繊維ろ
紙（Whatman GF/F）はあらかじめ 450 ℃で 2 時間強熱
処理したものを使用した。

3　結果及び考察
3.1　難分解性CODと難分解性有機物

図 2 ～ 5 に地点別の難分解性及び易分解性の溶存態
COD（以下「D-COD」という。）並びに難分解性及び易分
解性の懸濁態 COD（以下「P-COD」という。）の測定結果
をそれぞれ示す。なお，令和 5 年 8 月の湖心は生分解試

表１　各項目分析方法

分析項目 分析方法
COD JIS K0102 17 100℃における過マンガン酸カリウム酸素消費量
溶存態COD（D-COD) ろ紙（WhatmanGF/F)でろ過したろ液のCODを測定
懸濁態COD(P-COD) COD - （D-COD)
TOC JIS K0102 22.2 燃焼酸化‐赤外線式TOC分析法（島津製作所製TOC-L）
溶存態TOC(DOC) ろ紙（WhatmanGF/F)でろ過したろ液のTOCを測定
懸濁態TOC(POC) TOC - DOC
全窒素（T-N) JIS K0102 45.6 流れ分析法（ビーエルテック製SWAAT28)
溶存態窒素（D-N） ろ紙（WhatmanGF/F)でろ過したろ液のT-Nを測定
全リン（T-P) JIS K0102 46.3.4 流れ分析法（ビーエルテック製SWAAT28)
溶存態リン（D-P） ろ紙（WhatmanGF/F)でろ過したろ液のT-Pを測定

UV(波長260nmにおける吸光度）
ろ紙（WhatmanGF/F)でろ過したろ液を塩酸でｐH2に調整後，波長260nmの吸光度を
測定（島津製作所製UV-1900i)

図 2　易分解性及び難分解性COD（樋門）
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図 3　易分解性及び難分解性COD（湖心）
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図 4　易分解性及び難分解性COD（笹ヶ瀬川河口部）
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図 5　易分解性及び難分解性COD（倉敷川河口部）
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験後の水量が減少していたため，意図しない蒸散が生
じたと判断し，欠測とした。全 4 地点の 2 年間の平均
は COD7.5㎎ /L に対し，難分解性 COD4.7㎎ /L，難分
解性 COD 比率は 63％であり，環境基準値に近い濃度の
難分解性CODが湖内に存在していることが示唆された。
湖内の COD の内訳は，難分解性 D-COD が 47%，難分
解性 P-COD が 17%，易分解性 D-COD が 17%，易分解
性 P-COD が 19% であり，難分解性 D-COD は，難分
解性 COD 全体の約 7 割を占めていた。また，難分解性
D-COD の測定値は地点間による差異が少なく，かんが
い期（6 月 1 日から 9 月 30 日まで）8）である 8 月に向けて
上昇し，非かんがい期である 2 月に向けて低下する傾向
がみられた。

図 6 ～ 9 に地点別の難分解性及び易分解性の溶存態
TOC（全有機炭素）（以下「DOC」という。）並びに難分解性
及び易分解性の懸濁態 TOC（以下「POC」という。）の測
定結果をそれぞれ示す。TOC の内訳は，難分解性 DOC
が 56%，難分解性 POC が 6%，易分解性 DOC が 18%
及び易分解性 POC が 19% であり，難分解性 DOC は，
難分解性有機物全体の約 9 割を占めていた。難分解性
DOC の測定値は，地点間による差異が少なく，かんが
い期である 8 月に向けて上昇し，非かんがい期である 2
月に向けて低下する傾向がみられ，COD の傾向と似通っ
ていた。これは，COD と TOC は相関があり近似的二

次曲線で表現できる傾向があるため 9），10）だと考えられ
る。しかしながら，難分解性 COD 及び難分解性有機物
に占める溶存態の割合がそれぞれ約 7 割及び約 9 割と異
なっていた理由については，現時点では不明である。そ
のため，今後も調査を継続して原因を究明する必要があ
ると考える。
3.3　生分解試験前後の全窒素と全りん

児島湖は，告示に基づきⅤ類型に指定され，全窒素 1.0
㎎ /L 以下及び全りん 0.1㎎ /L 以下の環境基準値が定め
られているが，近年，湖内 4 地点の全窒素は 1.1 ～ 1.2
㎎ /L，全りんは 0.17 ～ 0.27㎎ /L で推移しており 8），環
境基準の達成が困難な状況が続いている。

図 10 ～ 13 に地点別の生分解試験前（以下「0day」とい
う。）と生分解試験後（以下「100day」という。）の全窒素

（T-N）濃度と T-N 濃度に占める溶存態窒素（D-N）濃度
の割合（以下「D-N 比率」という。）を示す。T-N 濃度につ
いては，湖内 4 地点のいずれの時期においても 0day と
100day の測定値に大きな差はみられなかったが，D-N
比率については，湖内 4 地点の全ての時期で 100day が
0day を上回っていた。

図 14 ～ 17 に地点別の 0day と 100day の全りん（T-P）
濃度と T-P 濃度に占める溶存態りん（D-P）濃度の割合

（以下「D-P 比率」という。）を示す。T-P 濃度については，
T-N 濃度と同様に湖内 4 地点のいずれの時期において

図 6　易分解性及び難分解性有機物（樋門）
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図 7　易分解性及び難分解性有機物（湖心）
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図 8　易分解性及び難分解性有機物（笹ヶ瀬川河口部）
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図 9　易分解性及び難分解性有機物（倉敷川河口部）
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図 10　T-N濃度（樋門）
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図 11　T-N濃度（湖心）

0

20

40

60

80

100

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

R4.11 R5.2 R5.5 R5.8 R5.11 R6.2 R6.5 R6.8

%

m
g 

/
L

T-N（0day） T-N（100day）

D-N比率（0day） D-N比率（100day）

図 12　T-N濃度（笹ヶ瀬川河口部）
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図 13　T-N濃度（倉敷川河口部）
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図 14　T-P 濃度（樋門）
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図 15　T-P 濃度（湖心）
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図 16　T-P 濃度（笹ヶ瀬川河口部）
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図 17　T-P 濃度（倉敷川河口部）
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も 0day と 100day の測定値に大きな差はみられなかっ
たが，D-P 比率については，湖内 4 地点の全ての時期
で 100day が 0day を上回っていた。

これらの結果は，窒素及びりんは生分解試験において
懸濁態から溶存態に変化するもののおおむね残存するこ
とを示唆しており，生分解による大幅な減少は見込めな
いと考えられた。淀川，大和川流域及び海域における調
査でも同様の報告がされている 11）。
3.4　発生源の推定（UV/DOC比）

波長 260nm の紫外線吸光度（UV）と DOC の比（UV/
DOC 比）は水塊によって異なり，土壌由来の DOM の
UV/DOC 比は 23 ～ 58 （mabs/cm）/（mg/L）, 内部生産
由来の UV/DOC 比は 12（mabs/cm）/（mg/L），生活排
水や下水処理場由来の UV/DOC 比は 10 ～ 17（mabs/
cm）/（mg/L）と報告されている 12）～ 14）。図 18 に地点別
の生分解試験前の UV/DOC 比を示す。湖内 4 地点の
UV/DOC 比は 21 ～ 37 （mabs/cm）/（mg/L）であり，い
ずれの時期も土壌由来の DOM の影響があると考えられ
た。

また，令和 5 年，6 年のいずれも，5 月と 8 月の UV/
DOC 比は，他の時期と比較して高い傾向が認められた。
児島湖流域の稲作地帯は，6 月 1 日から 9 月 30 日まで
がかんがい期とされているが，本調査では，かんがい期
に先立つ 5 月にも土壌由来の DOM の影響が強くなる傾
向が認められた。そのため，児島湖ではかんがい期を考
慮して発生源の推定を行う必要があると考える。

まとめ
⑴�湖内の COD の平均値は 7.5 mg/L で，このうち難分

解性 COD は 63% （4.7 mg/L） であった。また，難分
解性 D-COD （47%） の割合が最も大きかった。

⑵�難分解性 COD 及び難分解性有機物に占める溶存態の
割合がそれぞれ約 7 割及び約 9 割と異なっていた理由
については，現時点では不明である。そのため，今後
も調査を継続して原因を究明する必要がある。

⑶�難分解性 D-COD 及び難分解性 DOC の測定値は地点
間による差異が少なく，かんがい期（6 月 1 日から 9
月 30 日まで）である 8 月に向けて上昇し，非かんがい
期である 2 月に向けて低下する傾向がみられた。

⑷�窒素及びりんは，生分解試験において懸濁態から溶存
態に変化したまま残存することが示唆され，生分解に
よる大幅な減少は見込めないと考えられた。

⑸ �UV/DOC 比から，児島湖では，かんがい期に先立つ
5 月にも土壌由来の DOM の影響が強くなることが示
唆された。
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